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2016 年 3 月 25 日 

みずほ銀行（中国）有限公司 

中国アドバイザリー部 

―労働・社会保障政策関連― 
 

みずほ中国 ビジネス・エクスプレス 

（ 第 418 号 ） 

 

上海市人民政府、 

社会保険料の納付比率を引き下げ 

「企業コスト引き下げ」の一環で 
 

平素より格別のご高配を賜りまして誠にありがとうございます。 

 

上海市人民政府は 2016 年 3 月 21 日、社会保険料の納付比率を引き下げると発表しました。引き下げ

られるのは企業負担分の社会保険料率で、養老保険で 1％、医療保険で 1％、失業保険で 0.5％それぞれ

引き下げられます。調整後の社会保険料率（企業負担分）は養老保険 20％、医療保険 10％、失業保険 1％

となり、2016 年 1 月 1 日にさかのぼって適用されます。 

 

 計 135 億元の企業負担軽減 

上海市による今回の社会保険料率の引き下げは、中国政府が進める供給サイド構造改革における「企

業のコスト引き下げ支援」方針に沿ったものです。2015 年 12 月に開催された中央経済工作会議は、「社

会保険費を引き下げ、“五険一金”1の簡素化・合併を検討する」方針を明記。2016 年 3 月に開催された

第 12 期全国人民代表大会第 4回会議で記者会見した李克強総理も、「“五険一金”は、全体として見れば

まだ適度な調整の余地があるものの、各地の状況は異なる。〔中略〕社会保障基金には余裕があり、〔中

略〕地方にはその実情に基づいて、段階的に、適度に“五険一金”の納付比率を引き下げることができ

るはずだ」と、社会保険料率の引き下げに前向きの姿勢を示していました。 

 社会保険料の納付額は、各地方政府が定める納付基準額と納付比率に基づいて確定されます。上海市

の納付比率調整後の社会保険料納付額（参考）は、次ページの図表のとおりとなります。納付基準の上

限（平均賃金の 300％）で計算した場合、従業員 1 人あたりの企業負担は従来に比べ 408 元の減となり

ます。 

上海市は、今回の引き下げによって同市企業の社会保険負担は 2016 年通年で約 135 億元軽減されると

しています。また、同市の従業員社会保険基金の収支には一定の蓄積と年度黒字があることから、料率

の引き下げによって被保険加入者の待遇に影響が出ることはないと説明しています。 

                             
1 「五険一金」は、養老保険、医療保険、失業保険、生育保険、労災保険（五険）と住宅積立金（一金）を指します。 
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【図表】上海市における社会保険料の納付比率および納付金額（2016 年 1 月～）〔参考〕 

 
養老保険 医療保険 失業保険 生育保険 労災保険 

企業 

負担計 

(軽減額)

個人 

負担計

企業 個人 企業 個人 企業 個人 企業 企業 

納付比率 

（調整幅） 

20% 

(-1%) 

8% 

 

10% 

(-1%) 

2% 

 

1% 

(-0.5%)

0.5%

 

1% 

 

0.5% 

 

納付基数上限 

（16,353 元） 
3,271 1,308 1,635 327 164 82 164 82 

5,316 元

(-408元)
1,717 元

平均賃金 

（5,451 元） 
1,090 436 545 109 55 27 55 27 

1,772 元

(-137元)
572 元

納付基数下限 

（3,271 元） 
654 262 327 65 33 16 33 16 

1,063 元

(-82 元)
343 元

※ 上記の納付比率は上海市の機関・事業単位・企業・社会団体等を対象としたものです 

※ 納付上限額と下限額は、上海市社会保険料納付基準に基づき計算した金額の元未満の単位を四捨五入したもので、実

際に納付する金額とは若干異なる可能性もあります 

※ 労災保険は、実際には業界別の基準料率（0.2～1.9％）に各企業の保険収支率や労災事故発生率を加味した変動料率

が適用されます 

（関連情報に基づき、中国アドバイザリー部作成）

 

【みずほ銀行（中国）有限公司 中国アドバイザリー部 月岡直樹、朱一開】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【ご注意】 

1. 法律上、会計上の助言：本資料記載の情報は、法律上、会計上、税務上の助言を含むものではありません。法律上、会計上、税務上の

助言を必要とされる場合は、それぞれの専門家にご相談ください。 

2. 秘密保持：本資料記載の情報の貴社への開示は貴社の守秘義務を前提とするものです。当該情報については貴社内部の利用に限定され、

その内容の第三者への開示は禁止されています。 

3. 著作権：本資料記載の情報の著作権は原則として弊行に帰属します。いかなる目的であれ本資料の一部または全部について無断で、い

かなる方法においても複写、複製、引用、転載、翻訳、貸与等を行うことを禁止します。 

4. 免責： 

（１） 本資料記載の情報は、弊行が信頼できると考える各方面から取得しておりますが、その内容の正確性、信頼性、完全性を保証する

ものではありません。弊行は当該情報に起因して発生した損害については、その内容如何にかかわらずいっさい責任を負いません。

また、本資料における分析は仮定に基づくものであり、その結果の確実性或いは完結性を表明するものではありません。 

（２） 今後開示いただく情報、鑑定評価、格付機関の見解、制度・金融環境の変化等によっては、その過程やスキームを大幅に変更する

必要がある可能性があり、その場合には本資料で分析した効果が得られない可能性がありますので、予めご了承下さい。また、本

資料は貴社のリスクを網羅的に示唆するものではありません。 

5. 本資料は金融資産の売買に関する助言、勧誘、推奨を行うものではありません。 


